
別紙 1

計 算 書 類 に対 す る注 記 (法 人 全 体 用)

法人名 :社会福祉法人じねん

1.重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法
建物・建物付属設備・構築物・車輌運搬具・器具及び備品一定額法

(2)引当金の計上基準
退職給付引当金   ―期末在職職員の退職給付に備えるため、退職金取扱規程に基づく期

末要支給額により計上している
役員退職慰労引当金 ―役員の退職慰労金給付に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額により計上している
賞与引当金     ―職員に対する夏期賞与支給に備えるため、当該支給見込額のうち、

当該会計年度の費用として計上すべき金額を見積もり計上している

2.法人で採用する退職給付制度
職員の退職金の支給に備えるため、社会福祉法人じねん退職金取扱規程に基づき、退職給
付引当金の満額を退職給付預金としている。

3.法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおり1こなっている。

QI法
査獣隻昇冨喜糧稿籍期

第ヽ2聯蝶式、第3鋳蝶到

(2)事業区分別内訳表 (会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)
すべての拠点が社会福祉事業に該当するため、資金収支内訳表、事業活動内訳表、貸借対
照表内訳表は作成していない。

(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表 (会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、
第3号第3様式)
事業区分資金収支内訳表、事業区分事業活動内訳表、事業区分貸借姑照表内訳表

4.基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

円 )

5。基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

6.担保に供している資産
該当なし

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 22,538,116 18,789,000 0 41,327,116
建 物 233,068,230 19,503,000 27,964,726 224,606,504

合計 255,606,346 38,292,000 27,964,726 265,933,620



7.固定資産の取得価額、減価償去口累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償去口累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 (基本財産) 648,226,850 423,620,346 224,606,504

建物 1,514,938 863,109 651,829

建物付属設備 26,175,900 6,870,069 19,305,831

構築物 12,278,020 8,788,362 3,489,658

車輌運搬具 29,204,673 29,204,659 14

器具及び備品 16,946,117 12,858,791 4,087,326
ソフトウエア 405,825 405,825 0

合計 734,752,323 482,611,161 252,141,162

(当該年度中の除却分を除いた額 )

当 の

8.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

9.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

10.関連当事者との取引の内容
該当なし

11,重要な偶発債務
該当なし

12.重要な後発事象
該当なし

13.合併又は事業の譲渡若しくは譲受け

該当なし

14.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項

該当なし

当初取得額 除却額 償却累計額
器具及び備品 1,963,140 9 1,963,131

合計 1,963,140 9 1,963,131


